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表紙

取締役の職務の執行が法令および定款に適合する
ことを確保するための体制その他当社の業務の適正を
確 保 す る た め の 体 制 と 当 該 体 制 の 運 用 状 況
連 結 持 分 変 動 計 算 書
連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

「取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを
確保するための体制その他当社の業務の適正を確保するた
めの体制と当該体制の運用状況」、「連結持分変動計算
書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計算書」および
「個別注記表」につきましては、法令および定款第27条の
規定に基づき、以下の当社ウェブサイトに掲載することに
より株主の皆さまに提供しております。
(http://www.jal.com/ja/investor/stockholders_meeting/)

法令および定款に基づく
インターネット開示事項
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取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他当社の業務の適正を確保するための体制と当該体制の運用状況

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確
保するための体制その他当社の業務の適正を確保するため
の体制と当該体制の運用状況

＜内部統制システムの基本方針＞
　JALグループは、お客さまに最高のサービスを提供し、企業価値を
高め、社会の進歩発展に貢献するために、「コーポレート・ガバナン
スの基本方針」を定め、その実効性の向上を目指し、以下に述べる体
制や事項に関して制度や組織を整え、会社法および会社法施行規則に
基づく業務の適正性を確保します。また、内部統制システムの整備・
運用状況を評価検証し、是正が必要な場合は改善措置を講じることと
します。

１. 取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確
保するための体制を整備します。

⑴ 企業の行動指針である「JALフィロソフィ」を制定し、取締役・
使用人にその実践を促します。

⑵ 取締役会が「内部統制システムの基本方針」を決定し、総務部が
内部統制システムの整備を推進します。

⑶ リスク管理部がコンプライアンスに係る業務を統括し、関連規程
の整備および運用状況をモニタリングします。

⑷ 取締役・使用人の職務執行が法令等に適合することを確保するた
めの監査体制を整えます。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制を整
備します。
　取締役の職務の執行に係る情報は、法令および社内規程に従い、
適切に保存・管理します。

３. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制を整備します。
　JALグループ全体のリスクを管理するために、「グループ安全対
策会議」「グループリスクマネジメント会議」等を設置し、適切に
リスクを管理し、損失の危険の発生を未然に防止します。また、
「JALグループ内部統制要綱」等を制定し、総務部が業務の適正性
を継続的にモニタリングします。

４. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
を整備します。

⑴ 定例取締役会を月１回開催するとともに、必要に応じて臨時開催
し、JALグループの経営方針・計画等に係る重要な意思決定を行
います。また、「経営会議」「グループ業績報告会」等の会議体
を設置し、取締役の職務の執行の効率性を確保します。

⑵ 社内規程により、職務権限、職制権限、業務分掌等を定め、効率
的な職務執行を確保するための分権をします。
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５. JALグループにおける業務の適正を確保するための体制を整備しま
す。

⑴ 「JALグループ会社管理規程」を制定し、JALグループ各社が
「JALフィロソフィ」に基づいて公正かつ効率的に経営を行う体
制を確保します。また、「JALグループ内部統制要綱」を制定
し、総務部が業務の適正性を継続的にモニタリングします。

⑵ JALグループ各社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への
報告に関する体制を整備します。

⑶ JALグループ各社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
を整備します。

⑷ JALグループ各社の取締役等の職務の執行が効率的に行われるこ
とを確保するための体制を整備します。

⑸ JALグループ各社の取締役等および使用人の職務の執行が法令お
よび定款に適合することを確保するための体制を整備します。

６. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお
ける当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に
関する事項、監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項を整備します。

７. 監査役への報告等に関する体制を整備します。
⑴ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制を整備しま

す。
⑵ JALグループ各社の取締役、監査役、使用人またはこれらの者か

ら報告を受けた者が監査役に報告をするための体制を整備しま
す。

⑶ 報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱い
を受けないことを確保するための体制を整備します。

８. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続そ
の他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る
方針に関する事項を整備します。

９. その他監査役会または監査役の監査が実効的に行われることを確保
するための体制を整備します。

＜内部統制システムの運用状況＞
１. 取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制を整備します。
⑴ 「JALフィロソフィ」およびJALグループ行動規範「社会への約

束」を定め、教育等を通じてその浸透・実践を促進しています。
⑵ 「内部統制システムの基本方針」および「JALグループ内部統制

要綱」を定め、会社法および金融商品取引法の内部統制の整備・
運用および評価を適切に行っています。
2021年度においては、人権デューデリジェンスの仕組みについ
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て定めた 「JALグループ人権尊重に関わる規程」を制定する等、
人権を守る取り組みを推進しました。

⑶ 365日・24時間受付、日英両言語対応可能な窓口を含む公益通
報窓口（社内・社外）を設置するとともに、定期的に社員に対し
窓口に関する周知を行い、コンプライアンスに係る事案等を早期
に検知し、迅速に対応を講じる体制を構築しています。

⑷ 新規取引先候補の属性確認を実施しているほか、３年ごとに定期
審査として属性情報に変更がないかレビューを行っています。

⑸ 取締役に対し、法的留意事項等を説明し、「忠実義務」「善管注
意義務」を含む取締役の義務、権限および責任について周知徹底
を図っています。また使用人等に対し、職務執行に必要な知識習
得のための教育を実施し、周知徹底を図っています。

⑹ 監査部は、年度計画に基づき、「JALグループ内部統制要綱」に
定められた内部管理体制の整備および運用状況を確認していま
す。各監査ごとに、経営者へ監査結果を報告し、監査役には定期
的に、監査の進捗状況、監査結果を報告しています。

⑺ 整備監査部は、各種法令、社内規程に従った整備業務が実施され
ていることを確認しています。

⑻ 安全監査部は、グループ安全対策会議に出席し、当会議提出資料
等の確認を通じて、経営の安全に係る討議、関与、指示等を確認
しています。また、各生産本部および安全推進本部、各空港に対
する内部監査を実施しています。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制を整
備します。
・取締役会そのほかの重要な会議の意思決定に係る情報（文書・議

事録）および稟議書は、法令および社内規程に従って作成し、保
存・管理しています。

３. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制を整備します。
⑴ 「JALグループ内部統制要綱」および「リスクマネジメントマニ

ュアル」に基づき、多様化するリスクに対処できるよう、リスク
の定義・評価手法・対応体制等を適切に見直しつつ、JALグルー
プ全体の法令遵守状況を含むリスクの洗い出しを、定期的に実施
しています。特に優先度が高いリスクに対しては、コントロール
セルフアセスメント（ワークショップを通じた自己評価・対応計
画書の作成）およびリスクマネジメント部門によるコンサルティ
ングを行い、課題の特定と対策の策定を行い、脆弱性の極小化に
努めています。さらに、その内容をグループリスクマネジメント
会議・取締役会に報告することを通じて、経営によるリスクに関
する監督を強化しています。
また、グループ全体の航空安全の確保に向けては、グループ安全
対策会議において、安全管理に係る重要な方針の策定を行い、実
態把握に努め、必要に応じてその組織、体制、各種施策等の見直
しを行っています。
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⑵ 不測の事態に備え、安否確認システムを活用したJALグループ全
体を対象とした通報訓練を定期的に実施するなど、常日頃より社
員一人一人の危機管理意識の醸成と社員に関する早期の状況把握
に努めています。

⑶ 本社中枢機能が集約されている都心における直下型地震を想定
し、大阪にオペレーションコントロールセンター分室を設置する
とともに、外部専門家の知見も活用しつつ、事業継続計画の拡充
および訓練に取り組み、実効性を向上させています。

⑷ 航空事故・事件の発生時に迅速かつ的確な危機管理対応を実施で
きるよう、事故対策本部の要員、事故のご被災者・ご遺族との窓
口となる世話役を維持・確保するとともに、訓練を実施していま
す。

４. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
を整備します

⑴ 適切な経営判断を迅速に行うため、社長直下の経営会議体とし
て、「経営会議」「グループ業績報告会」等を設置しています。
2021年度においてはSDGsの達成に向けたESG経営を推進する
ため、社長を議長とするサステナビリティ推進会議を新設しまし
た。

⑵ 職制規程により、会社の職制について基本事項を明確化し、会議
体規程、決裁および職務権限に関する規程、業務分掌規程に基づ
き、効率的に職務が執行できるようにしています。

⑶ 取締役会の実効性評価等を通じて、職務権限と会議体の運営方法
を毎年レビューするとともに、持続的な成長に向けて、戦略的な
討議を実現する環境を整備しています。

５. JALグループにおける業務の適正を確保するための体制を整備しま
す。

⑴ 「JALグループ会社管理規程」および「JALグループ内部統制要
綱」を制定し、総務部が主体となり業務の適正性をモニタリング
しています。2021年度においてはグループ各社の取締役会の構
成および教育プログラム等を見直し、グループ内部統制の強化を
図りました。

⑵ 拡大業績報告会等を通じ、目標達成に向けた取り組みが確実に実
行されていることをモニタリングするとともに、指導・支援を行
っています。

⑶ JALグループ各社の総務部門に対して、日常的かつ定期的に連
携、情報を共有し、リスクマネジメント体制の強化に資する指導
および支援を行っています。

⑷ 当社とグループ各社との間で基本協定書を締結し、事業運営に関
わる両社の基本的関係を明確にしています。

⑸ 「JALフィロソフィ」およびJALグループ行動規範「社会への約
束」を定め、教育等を通じてその浸透・実践を促進しています。
グループ各社の取締役等に対し、法的留意事項などを説明し、
「忠実義務」「善管注意義務」を含む取締役の義務、権限および
責任について周知徹底を図っています。また使用人等に対し、職
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務執行に必要な知識習得のための教育を実施し、周知徹底を図っ
ています。

⑹ 監査部は、年度計画に基づき、「JALグループ内部統制要綱」に
定められた内部管理体制の整備および運用状況を確認していま
す。各監査ごとに、経営者へ監査結果を報告し、監査役には定期
的に、監査の進捗状況、監査結果を報告しています。

⑺ 整備監査部は、各種法令、社内規程に従った整備業務が実施され
ていることを確認しています。

⑻ 安全監査部は安全監査計画に基づき、グループ安全対策会議に出
席し、当会議提出資料等の確認を通じて、経営の安全に係る討
議、関与、指示等を確認しています。また、各生産本部および安
全推進本部、各空港に対する内部監査を実施しています。

６. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお
ける当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に
関する事項、監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項を整備します。
・監査役監査の実効性を高め、かつ監査業務を円滑に遂行するた

め、取締役から独立した組織を設け、使用人(監査役スタッフ)を
配置しています。また、監査役スタッフは監査役の業務指示・命
令を受け、その人事は監査役の同意のもとに行っています。

７. 監査役への報告等に関する体制を整備します。
⑴ 監査役は取締役会ほか重要会議に出席し、役員決裁以上の稟議を

閲覧するほか、社長インタビュー・関連部のヒアリング・社内各
部署の往査等を通じ会社業務の執行状況を監査しています。監査
で認識された課題等については、年２回、監査役会ならびに取締
役会に報告するとともに、その後の対応状況について確認をして
います。

⑵ 監査役は子会社監査役と定期的に意見・情報交換を行うほか、子
会社の往査を実施しています。

⑶ 監査役は、監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由
として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制の整備
状況を確認しています。

８. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続そ
の他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る
方針に関する事項を整備します。
・監査役監査に必要な費用は適切に支払っています。

９. その他監査役会または監査役の監査が実効的に行われることを確保
するための体制を整備します。
・監査役は監査部および監査法人と定期的に意見・情報交換を実施

し監査の実効性を高めています。
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連結株主資本等変動計算書

親会社の所有者に帰属する持分

資 本 金 資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金 自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他の包括
利益を通じて
公正価値で測定
する金融資産

キャッシュ・
フロー・ヘッジ
の 有 効 部 分

2021年４月１日時点の残高 273,200 273,557 352,965 △408 35,468 12,877
当期利益(△は損失) － － △177,551 － － －
その他の包括利益 － － － － △2,867 30,518
当期包括利益合計 － － △177,551 － △2,867 30,518
配 当 金 － － － － － －
ヘッジ対象の非金
融資産への振替 － － － － － △2,377

自己株式の取得 － － － △0 － －
子会社の支配
獲得に伴う変動 － － － － － －

支配継続子会社に
対する持分変動 － 59 － － － －

利益剰余金への振替 － － 992 － 2,911 －
所有者との取引額合計 － 59 992 △0 2,911 △2,377

2022年３月31日時点の残高 273,200 273,617 176,406 △408 35,512 41,018

親会社の所有者に帰属する持分
非 支 配
持 分 合 計その他の包括利益累計額

合 計在外営業活動体
の外貨換算差額

確定給付制度
の 再 測 定 合 計

2021年４月１日時点の残高 △201 － 48,144 947,459 34,075 981,535
当期利益(△は損失) － － － △177,551 △3,793 △181,345
その他の包括利益 591 3,903 32,146 32,146 144 32,291
当期包括利益合計 591 3,903 32,146 △145,405 △3,649 △149,054
配 当 金 － － － － △3,077 △3,077
ヘッジ対象の非金
融資産への振替 － － △2,377 △2,377 － △2,377

自己株式の取得 － － － △0 － △0
子会社の支配
獲得に伴う変動 － － － － 9,044 9,044

支配継続子会社に
対する持分変動 － － － 59 8,010 8,070

利益剰余金への振替 － △3,903 △992 － － －
所有者との取引額合計 － △3,903 △3,369 △2,317 13,977 11,660

2022年３月31日時点の残高 390 － 76,921 799,736 44,404 844,141

連結持分変動計算書
(2021年４月１日から2022年３月31日まで)

（単位：百万円）
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連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結計算書類の作成基準
当社グループの連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規
定により、国際会計基準（以下「IFRS」）に準拠して作成しており
ます。ただし、同項後段の規定に準拠して、IFRSにより要請される
記載および注記の一部を省略しております。

２．連結の範囲に関する事項
連結子会社
連結子会社の数　　59社
主要な連結子会社の名称
株式会社ジェイエア、日本トランスオーシャン航空株式会社

当期より、株式の追加取得等により、５社を連結の範囲に加えてお
ります。
また、清算結了により、１社を連結の範囲より除外しております。

３．持分法の適用に関する事項
持分法適用関連会社の数および主要な持分法適用関連会社の名称
持分法適用関連会社の数　　10社
主要な持分法適用関連会社の名称
株式会社エージーピー、空港施設株式会社

当期において、従来持分法適用関連会社であった１社の株式を追加
取得したことにより、持分法適用の範囲から除外し、連結の範囲に
含めております。

４．重要な会計方針
⑴　重要な資産の評価基準および評価方法

Ⅰ　金融商品
ａ　金融資産

(a) 当初認識および測定
当社グループは、金融資産について、純損益又はその他の
包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産、償却原価
で測定する金融資産に分類しております。この分類は、当
初認識時に決定しております。
当社グループは、金融資産に関する契約の当事者となった
取引日に当該金融商品を認識しております。
非デリバティブ金融資産は、純損益を通じて公正価値で測
定される区分に分類される場合を除き、公正価値に取引費
用を加算した金額で測定しております。ただし、重要な金
融要素を含まない営業債権は取引価格で測定しておりま
す。
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①　負債性金融商品である金融資産
以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定す
る金融資産に分類しております。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を

保有することを目的とする事業モデルに基づいて、資
産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本および元本残高に対
する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが特定
の日に生じる。

また、以下の要件をともに満たす場合には、その他の包
括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類し、
それ以外の場合は純損益を通じて公正価値で測定する金
融資産に分類しております。
・契約上のキャッシュ・フローを回収と売却の両方によ

って目的が達成される事業モデルに基づいて、金融資
産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本および元本残高に対
する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが特定
の日に生じる。

なお、報告期間を通じて、負債性金融商品のうちその他
の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産は保有
しておりません。

②　資本性金融商品である金融資産
純損益を通じて公正価値で測定しなければならない売買
目的で保有される資本性金融資産を除き、当初認識時に
事後の公正価値の変動をその他の包括利益に認識すると
いう指定をした資本性金融資産については、その他の包
括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類して
おります。

当該指定は、個々の資本性金融資産ごとに実施しており
ます。また、取消不能なものとして継続的に適用してお
ります。

なお、報告期間を通じて、資本性金融商品のうち純損益
を通じて公正価値で測定する金融資産は保有しておりま
せん。
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(b) 事後測定
金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて次のと
おり測定しております。

①　償却原価により測定する金融資産
償却原価により測定する金融資産については、実効金利
法による償却原価により測定しております。

②　公正価値により測定する金融資産
公正価値により測定する金融資産の公正価値の変動額は
純損益として認識しております。
ただし、資本性金融資産のうち、その他の包括利益を通
じて公正価値で測定すると指定したものについては、公
正価値の変動額はその他の包括利益として認識しており
ます。なお、当該金融資産からの配当金については、投
資収益の一部として当期の純損益として認識しておりま
す。
その他の包括利益を通じて公正価値で測定するとした資
本性金融商品の認識を中止した場合又は公正価値が著し
く下落した場合には、その他の包括利益に累積された金
額を利益剰余金に振り替えております。

(c) 金融資産の認識の中止
当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対
する契約上の権利が消滅する、又は金融資産を譲渡し、か
つ、当社グループが金融資産の所有のリスクと経済価値の
ほとんどすべてを移転する場合において、金融資産の認識
を中止しております。

(d) 金融資産の減損
償却原価により測定する金融資産については、予想信用損
失に対する貸倒引当金を認識しております。
当社グループは、期末日ごとに各金融資産に係る信用リス
クが当初認識時点から著しく増加しているかどうかを評価
しており、当初認識時点から信用リスクが著しく増加して
いない場合には、12ヶ月の予想信用損失を貸倒引当金と
して認識しております。一方で、当初認識時点から信用リ
スクが著しく増加している場合には、全期間の予想信用損
失と等しい金額を貸倒引当金として認識しております。た
だし、重大な金融要素を含んでいない営業債権について
は、信用リスクの当初認識時点からの著しい増加の有無に
かかわらず、常に全期間の予想信用損失と等しい金額で貸
倒引当金を認識しております。
予想信用損失は、契約に従って企業に支払われるべきすべ
ての契約上のキャッシュ・フローと、企業が受け取ると見
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込んでいるすべてのキャッシュ・フローとの差額の現在価
値として測定しております。
金融資産に係る貸倒引当金の繰入額は、純損益で認識して
おります。貸倒引当金を減額する事象が生じた場合は、貸
倒引当金戻入額を純損益で認識しております。

ｂ　金融負債
(a) 当初認識および測定

当社グループは、売買目的保有として分類されたもの、又
はデリバティブである場合、純損益を通じて公正価値で測
定する金融負債に分類しております。その他の金融負債
は、償却原価で測定する金融負債に分類しております。こ
の分類は、当初認識時に決定しております。
当社グループは、金融負債に関する契約の当事者となった
取引日に当該金融商品を認識しております。
すべての金融負債は公正価値で当初測定しておりますが、
償却原価で測定する金融負債については、直接帰属する取
引費用を控除した金額で測定しております。

(b) 事後測定
金融負債の当初認識後の測定は、その分類に応じて次のと
おり測定しております。

①　純損益を通じて公正価値で測定する金融負債
純損益を通じて公正価値で測定する金融負債について
は、当初認識後公正価値で測定し、その変動については
当期の純損益として認識しております。

②　償却原価で測定する金融負債
償却原価で測定する金融負債については、当初認識後実
効金利法による償却原価で測定しております。
実効金利法による償却および認識が中止された場合の利
得および損失については、金融費用の一部として当期の
純損益として認識しております。

(c) 金融負債の認識の中止
当社グループは、金融負債が消滅したとき、すなわち、契
約中に特定された債務が免責、取消し、又は失効となった
時に、金融負債の認識を中止しております。

ｃ　金融資産および金融負債の表示
金融資産および金融負債は、当社グループが残高を相殺する
法的権利を有し、かつ純額で決済するか又は資産の実現と負
債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ、連結財政状
態計算書上で相殺し、純額で表示しております。
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ｄ　デリバティブおよびヘッジ会計
外貨建債務については、将来の為替レート変動リスクを回避
する目的で、通貨オプション取引および為替予約取引等を利
用しております。また、航空燃料の価格変動リスクを抑制
し、コストを安定させることを目的として、コモディティ・
デリバティブ取引を利用しております。これらのデリバティ
ブは、契約が締結された時点の公正価値で当初認識され、関
連する取引費用は発生時に費用として認識しております。当
初認識後は、公正価値で再測定しております。

当社グループは、ヘッジ開始時に、ヘッジ会計を適用しよう
とするヘッジ関係並びにヘッジを実施するに当たってのリス
ク管理目的および戦略について、文書化をしております。当
該文書は、具体的なヘッジ手段、ヘッジ対象となる項目又は
取引並びにヘッジされるリスクの性質およびヘッジされたリ
スクに起因するヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動に対
するエクスポージャーを相殺するに際してのヘッジ手段の公
正価値変動の有効性の評価方法などを含んでおります。具体
的には、以下の項目をすべて満たす場合に、ヘッジが有効と
判断しております。
・ヘッジ対象とヘッジ手段との間に経済的関係があること
・信用リスクの影響が、当該経済的関係から生じる価値変動

に著しく優越するものではないこと
・ヘッジ関係のヘッジ比率が、企業が実際にヘッジしている

ヘッジ対象の量と企業がヘッジ対象の当該量を実際にヘッ
ジするのに使用しているヘッジ手段の量から生じる比率と
同じであること

ヘッジ比率については、ヘッジ対象の価格変動に対応するヘ
ッジ手段の価格変動の度合い等の経済的関係およびリスク管
理戦略に照らして適切に設定しております。

当社グループは、ヘッジ関係が将来に向けて有効であるかど
うかを継続的に評価しております。有効性の高いヘッジを行
っているため、通常、重要な非有効部分は発生しないと想定
しておりますが、予定取引をヘッジ対象としているため、ヘ
ッジ手段の価値変動がヘッジ対象の価値変動を上回る場合が
あります。その場合には、ヘッジの非有効部分が生じます。
ヘッジ関係について有効性が認められなくなったものの、リ
スク管理目的に変更がない場合は、ヘッジ関係が再び有効と
なるようヘッジ比率を再調整しております。また、ヘッジ関
係についてリスク管理目的が変更された場合は、ヘッジ会計
の適用を中止しております。

当社グループは、ヘッジ会計の手法としてキャッシュ・フロ
ー・ヘッジのみを採用しております。
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ヘッジ手段に係る利得又は損失のうち有効部分は、その他の
包括利益として認識し、非有効部分は直ちに純損益として認
識しております。
その他の包括利益に計上されたヘッジ手段に係る金額は、ヘ
ッジ対象である取引が純損益に影響を与える時点で純損益に
振り替えております。ヘッジ対象が非金融資産又は非金融負
債の認識を生じさせるものである場合には、その他の包括利
益として認識されている金額は、非金融資産又は非金融負債
の当初の帳簿価額の修正として処理しております。
予定取引の発生がもはや見込まれない場合には、従来その他
の包括利益を通じて資本として認識していた累積損益を純損
益に振り替えております。ヘッジされた予定取引の発生可能
性が非常に高いわけではなくなったものの、引き続き発生が
見込まれる場合には、従来その他の包括利益を通じて資本と
して認識されていた金額は、当該将来キャッシュ・フローが
発生するまで引き続き資本に計上しております。

Ⅱ　棚卸資産
棚卸資産は取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で
測定しております。
正味実現可能価額は、通常の事業の過程における見積売価から
販売に要するコストの見積額を控除した額です。原価は、主と
して移動平均法に基づいて算定しており、購入原価並びに棚卸
資産の現在の保管場所および状態に至るまでに要したすべての
費用を含んでおります。

Ⅲ　有形固定資産（リースを除く）
①　認識および測定

当社グループは、有形固定資産の測定においては原価モデル
を採用し、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計
額を控除した金額で測定しております。取得原価には、資産
の取得に直接付随する費用、資産の解体・撤去および設置し
ていた場所の原状回復費用に関する当初見積費用を含めるこ
ととしております。
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②　減価償却および耐用年数
減価償却費は、償却可能価額を各構成要素の見積耐用年数に
わたって、主として定額法により算定しております。土地お
よび建設仮勘定は減価償却しておりません。
主要な有形固定資産項目ごとの見積耐用年数は次のとおりで
す。

航空機 ８－20年
その他 ２－65年

なお、減価償却方法、見積耐用年数および残存価額は毎期見
直しを行い、変更があった場合は会計上の見積りの変更とし
て将来に向かって適用しております。

Ⅳ　のれん
企業結合から生じたのれんは、取得原価から減損損失累計額を
控除した価額で表示しております。
のれんは償却を行わず、資金生成単位又は資金生成単位グルー
プに配分し、年次及び減損の兆候がある場合にはその都度、減
損テストを実施しております。のれんの減損損失は純損益とし
て認識され、その後の戻入れは行っておりません。
なお、のれんの当初認識時点における測定は、「⑺　企業結
合」に記載しております。

Ⅴ　無形資産
当社グループは、無形資産の測定において原価モデルを採用
し、取得原価から償却累計額および減損損失累計額を控除した
金額で測定しております。
個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定して
おります。
無形資産は、当初認識後、耐用年数を確定できない無形資産を
除いて、それぞれの見積耐用年数にわたって定額法で償却して
おります。主要な無形資産の見積耐用年数は次のとおりです。

ソフトウェア　５年

なお、償却方法、見積耐用年数および残存価額は毎期見直しを
行い、変更があった場合は会計上の見積りの変更として将来に
向かって適用しております。

Ⅵ　リース
当社グループでは、特定された資産の使用を支配する権利を一
定期間にわたり対価と交換に移転する契約又は契約の一部につ
いては、リースである又はリースを含んだものであると判断
し、リースの開始日において使用権資産およびリース負債を認
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識しております。ただし、短期リースおよび原資産の価値が少
額であるリースについては、当該リースに関連したリース料
を、リース期間にわたり定額法により費用として認識しており
ます。
リース負債は、個々の契約に基づくリース開始日現在で支払わ
れていないリース料総額の現在価値で計上し、リース期間にわ
たってリース料の支払いに応じてリース負債の元本返済と実効
金利法に基づく利息の支払いを認識しております。リースの計
算利子率または計算利子率を容易に算定できない場合には、通
常、当社グループは割引率として追加借入利子率を用いており
ます。
使用権資産は、リース負債の計上額に既に支払い済みの対価や
リース終了に際して発生が見込まれる原状回復費用の見積額等
の調整を加えた取得原価で計上し、リース期間にわたって定額
法により減価償却を行っております。

Ⅶ　非金融資産の減損
棚卸資産および繰延税金資産を除く当社の非金融資産の帳簿価
額は、毎期末日において減損の兆候の有無を判断しておりま
す。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を
見積っております。のれん、耐用年数を確定できない無形資産
および未だ使用可能ではない無形資産については、減損の兆候
の有無にかかわらず回収可能価額を毎年同じ時期に見積ってお
ります。
資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分コス
ト控除後の公正価値のうちいずれか大きい方の金額としており
ます。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フロー
は、貨幣の時間的価値および当該資産に固有のリスクを反映し
た税引前割引率を用いて現在価値に割引いております。減損テ
ストにおいて個別にテストされない資産は、継続的な使用によ
り他の資産又は資産グループのキャッシュ・インフローから、
概ね独立したキャッシュ・インフローを生成する最小の資金生
成単位に統合しております。
当社グループの全社資産は、独立したキャッシュ・インフロー
を生成いたしません。全社資産に減損の兆候がある場合、全社
資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を決定しておりま
す。
減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額
を超過する場合に純損益として認識しております。資金生成単
位に関連して認識した減損損失は、資金生成単位内の資産の帳
簿価額を比例的に減額しております。
過去に認識した減損損失は、毎期末日において損失の減少又は
消滅を示す兆候の有無を評価しております。回収可能価額の決
定に使用した見積りが変化した場合は、減損損失を戻入れてお
ります。減損損失は、減損損失を認識しなかった場合の帳簿価
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額から必要な減価償却費および償却額を控除した後の帳簿価額
を上限として回収可能価額まで戻入れております。

⑵　固定資産の減価償却方法
(a) 有形固定資産

主として定額法によっております。

(b) 無形資産
定額法によっております。

(c) リース
リース期間にわたって定額法により減価償却を行っておりま
す。

⑶　重要な引当金の計上基準
引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、現在の法
的又は推定的債務を有しており、当該債務を決済するために経済
的資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務の金額について信
頼性のある見積りができる場合に認識しております。貨幣の時間
的価値が重要な場合には、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の
時間的価値および当該負債に特有のリスクを反映した税引前の利
率を用いて現在価値に割引いております。時の経過に伴う割引額
の割戻しは金融費用として認識しております。

①　資産除去債務
資産除去債務には、当社グループが使用する賃借事務所・建
物・航空機等に対する原状回復義務に備え、過去の原状回復実
績および見積書等に基づき将来支払うと見込まれる金額を計上
しております。これらの費用は、事務所等に施した内部造作の
耐用年数や賃借期間を考慮して決定した使用見込期間経過後に
支払われると見込んでおりますが、将来の事業計画等により影
響を受けます。

②　独禁法関連引当金
独禁法関連引当金は、価格カルテルに係る制裁金や賠償金等の
支払いに備え、課徴金支払命令の金額等を基に見積り、認識・
測定しております。各国独禁当局の判断や訴訟の結果により、
支払額が見積額と異なる場合があります。将来において経済的
便益の流出が予想される時期は、期末日より１年を経過した後
と見込んでおりますが、将来の各国独禁当局の判断や訴訟の動
向等により影響を受けます。
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⑷　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨換算

①　外貨建取引
外貨建取引は、取引日の為替レートで当社グループの各社の機
能通貨に換算しております。
期末日における外貨建貨幣性資産および負債は、期末日の為替
レートで機能通貨に換算しております。
公正価値で測定される外貨建非貨幣性資産および負債は、当該
公正価値の算定日における為替レートで機能通貨に換算してお
ります。
換算又は決済により生じる換算差額は、純損益として認識して
おります。ただし、その他の包括利益を通じて測定される金融
資産、およびキャッシュ・フロー・ヘッジから生じる換算差額
については、その他の包括利益として認識しております。

②　在外営業活動体の財務諸表
在外営業活動体の資産および負債については期末日の為替レー
ト、収益および費用については為替レートが著しく変動してい
る場合を除き、期中平均為替レートを用いて日本円に換算して
おります。在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる換算差
額は、その他の包括利益として認識し、その後在外営業活動体
が処分された期間に純損益として認識しております。

⑸　退職後給付の会計処理方法
従業員の退職後給付制度として、確定給付制度および確定拠出制
度を採用しております。

①　確定給付制度
確定給付型退職後給付制度に関する確定給付負債（資産）の純
額は、確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価値を
控除して算定しております。確定給付制度債務の現在価値およ
び関連する当期勤務費用ならびに過去勤務費用を独立した年金
数理人が予測単位積増方式により毎期算定しております。
割引率は、将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割
引期間を設定し、割引期間に対応した期末日時点の優良社債の
市場利回りに基づき算定しております。
確定給付制度から生じるすべての給付負債（資産）の純額の再
測定額は、発生した期においてその他の包括利益として一括認
識し、直ちに利益剰余金に振替えております。
過去勤務費用は、純損益として即時に認識しております。

②　確定拠出制度
確定拠出型の退職給付に係る費用は、従業員が勤務サービスを
提供した期間に費用として認識しております。
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⑹　収益の計上基準
当社グループでは、IFRS第９号「金融商品」に基づく利息および
配当収益等、およびIFRS第16号「リース」に基づくリース収入
を除く顧客との契約について、次のステップを適用することによ
り、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するにつれて）

収益を認識する。
当社グループは、主な事業として国際線および国内線の航空機に
よる旅客、貨物および郵便、手荷物の航空輸送サービスを提供し
ております。通常、航空輸送役務が完了した時点に当社の履行義
務が充足され、収益を認識しております。
その他、具体的な収益認識の基準は、「12．収益認識に関する
注記」に記載しております。

⑺　企業結合
企業結合は、取得法を用いて会計処理をしています。被取得企業
における識別可能な資産及び負債は原則として取得日の公正価値
で測定しています。のれんは、企業結合で移転された対価、被取
得企業の非支配持分の金額、及び取得企業が以前に保有していた
被取得企業の資本持分の公正価値の合計が、取得日における識別
可能な資産及び負債の正味価額を上回る場合にその超過額として
測定しています。
非支配持分を公正価値で測定するか、または識別可能な純資産の
認識金額に対する比例的な取り分として測定するかについては、
企業結合ごとに選択しております。
企業結合が生じた期間の末日までに企業結合の当初の会計処理が
完了していない場合には、暫定的な金額で会計処理を行っており
ます。取得日から１年以内の測定期間において、取得日時点で存
在した事実及び状況について新しい情報を入手した場合は、暫定
的な金額を遡及修正しております。

⑻　消費税等の会計処理方法
消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しておりま
す。

⑼　その他連結計算書類作成のための重要な事項
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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５．会計上の見積り
連結計算書類の作成にあたり、経営者は会計方針の適用並びに資
産、負債、収益および費用の報告額に影響を及ぼす仮定に基づく見
積りを行っております。これらの見積りは、過去の実績および報告
期間の末日において合理的であると考えられる様々な要因を勘案し
た、経営者の最善の見積りおよび判断に基づいておりますが、将来
における実際の結果は、これらと異なる可能性があります。
見積りおよびその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上
の見積りの見直しによる影響は、見積りを見直した会計期間および
それ以降の将来の会計期間において認識されます。
なお、固定資産の減損や繰延税金資産の認識等のもととなる将来業
績の見積りは、当社グループの中期経営計画を基礎としており、新
型コロナウイルス感染拡大による航空需要への影響の度合い、需要
回復までの期間、回復後の需要予測ならびに燃油価格、為替に関す
る市況変動の予測を主要な仮定として織り込んでおります。また、
新型コロナウイルス感染拡大による影響については、日本および世
界各国でワクチン接種が進み、日本国内外での人の移動が徐々に回
復しておりますが、当社グループにおいては、国際航空運送協会
（IATA）が作成している需要回復シナリオなどを参考にして、今
後一定期間にかけて需要が回復し、2023年度には新型コロナウイ
ルス感染拡大以前の利益水準まで回復する仮定のもと、会計上の見
積りを行っております。
新型コロナウイルス感染拡大による影響は不確定要素が多く、今後
の当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があり
ます。
経営者が行った連結計算書類の金額に重要な影響を与える見積りは
次のとおりです。

⑴　収益認識
航空運送に係る収益は、対価の受領時等において契約負債として
認識し、航空輸送役務の完了時に収益計上しております。
航空輸送に使用される予定のない航空券販売（失効見込みの未使
用航空券）は、航空券の条件や過去の傾向を考慮して適切な認識
のタイミングを見積り、収益認識しております。
また、当社グループは会員顧客向けのマイレージプログラム
「JALマイレージバンク」を運営しており、旅客輸送サービス等
の利用に応じて付与するマイレージは、将来当社グループおよび
提携他社によるサービスを受けるために利用することができま
す。
付与したマイレージの内、将来顧客が行使することが見込まれる
分を履行義務として認識し、顧客がマイレージの利用に際して選
択するサービスの構成割合を考慮して独立販売価格を見積り、取
引価格はこれらの履行義務に対して独立販売価格の比率に基づい
て配分しております。マイレージプログラムの履行義務に配分さ
れた取引価格は契約負債として認識し、マイレージの利用に従い
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収益計上しております。
当期末における契約負債の金額は240,224百万円です。

⑵　航空機等の減価償却費
航空機、航空機エンジン部品および客室関連資産等の各構成要素
の耐用年数決定にあたり、将来の経済的使用可能予測期間を考慮
して、減価償却費を算定しております。
当期末における航空機の金額は887,212百万円です。

⑶　固定資産の減損
期末日現在の対象資産（帳簿価額：有形固定資産1,052,787百万
円、のれん及び無形資産87,637百万円）について、減損が生じ
ている可能性を示す事象があるかを検討し、減損の兆候が存在す
る場合には、当該資産について減損損失の計上要否の検討を行っ
ております。
当期においては、対象資産の大部分を占める航空運送事業セグメ
ントに含まれる航空運送事業について、前期に引き続き新型コロ
ナウイルス感染拡大の影響により営業損失が計上されたため、減
損の兆候があると判断し、減損損失の計上の要否について検討を
行いました。
当該航空運送事業の見積将来キャッシュ・フローについて、新型
コロナウイルス感染拡大の影響を反映しつつ、当該事業で使用す
る主な資産である航空機の見積耐用年数に合わせたキャッシュ・
フローを貨幣の時間的価値および当該資産に固有のリスクを反映
させた税引前割引率を用いて現在価値に割り引いた使用価値を見
積回収可能価額として算定し検討したところ、見積回収可能価額
が固定資産の帳簿価額を超えると判断されたため、減損損失は計
上しておりません。
なお、当期の減損損失は、主に退役が決定した航空機に係る部品
について、資金生成単位を変更し、見積回収可能価額まで減額し
たものです。

⑷　繰延税金資産の認識
当社グループは、将来減算一時差異、未使用の繰越税額控除およ
び繰越欠損金を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内
で繰延税金資産を認識しております。当社および一部の国内連結
子会社は連結納税制度を利用しており、連結納税制度の適用対象
法人においては、法人税は連結納税グループの将来課税所得等に
基づき回収可能性の判断を行い、地方税は各法人の将来課税所得
等に基づいて、繰延税金資産の回収可能性の判断を行っておりま
す。税務上の繰越欠損金については、新型コロナウイルス感染拡
大の影響を反映しつつ、最長10年間の繰越期間内において予測
される将来の課税所得等の見積に基づき、税務上の繰越欠損金の
控除見込年度および控除見込額のスケジューリングを行い、回収
が見込まれる金額を繰延税金資産として計上しております。
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⑴　資産から直接控除した貸倒引当金 7,902百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 759,860百万円

⑶　担保に供している資産および担保に係る債務
（担保に供している資産）

・航空機 459,846百万円
・その他 9,779百万円

（担保に係る債務）
・１年内返済長期借入金 42,286百万円
・長期借入金 274,023百万円

当期末における繰延税金資産および負債の金額は、それぞれ
284,287百万円および1,968百万円です。

６．会計上の見積りの変更
当期において、国から示された東京国際空港の将来施設整備計画に
基づく原状回復義務に係る新たな情報の入手に伴い、見積額の変更
を行い、4,767百万円の引当金（資産除去債務）を計上しておりま
す。
これにより、当期の営業損失、投資・財務・法人所得税前損失、財
務・法人所得税前損失、税引前損失は、それぞれ2,645百万円増加
しております。

７．連結財政状態計算書関係

担保提供資産は、金融機関との取引における一般的な取り極めに
より、返済期限の到来した債務の元本および利息の返済がなされ
ず債務不履行となった場合等に、当該担保を処分し、債務返済額
に充当又は相殺する権利を、金融機関が有することを約定されて
おります。
なお、担保提供資産は、以下の３社が金融機関との間で締結し
た、各社設立の目的となる事業に係るシンジケート・ローン契約
に基づく各社の債務を担保するために根質権を設定した資産を含
んでおります。
・関連会社である東京国際空港ターミナル株式会社
・熊本国際空港株式会社
・北海道エアポート株式会社
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（銀行借入金等に対する保証）
・ジェットスター・ジャパン株式会社 9,121百万円
・JRE DEVELOPMENT Co.,Ltd. 1,333百万円
・JALUX SINGAPORE PTE.LTD. 305百万円
・その他 31百万円

（リース債務に対する保証）
・ジェットスター・ジャパン株式会社 2,577百万円

7,867百万円

発行済株式総数　　普通株式 437,143千株
自己株式 136千株

⑷　偶発債務
保証債務

なお、ジェットスター・ジャパン株式会社に対する保証債務残高
のうち4,560百万円については、他社から再保証を受けておりま
す。

このほか、当社が出資している福岡エアポートホールディングス
株式会社（譲渡人）が、国土交通省航空局（譲受人）と締結した
株式譲渡予約契約に関し、当該契約上の義務または表明もしくは
保証に違反した場合の損害について、譲受人に対し、次の金額を
上限として保証しております。

８．連結持分変動計算書関係
当期末日における発行済株式の総数に関する事項

９．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　財務上のリスク管理
当社グループは、経営活動を行う過程において、財務上のリス
ク（信用リスク・流動性リスク・為替リスク・金利リスク・燃
油価格の変動リスク）に晒されており、当該財務上のリスクを
軽減するために、一定の方針に基づきリスク管理を行っており
ます。また、当社グループは、デリバティブ取引を為替リスク
又は燃油価格の変動リスクを回避するために利用しており、投
機的な取引は行わない方針です。
なお、当社グループは市場性のある有価証券を保有しておりま
すが、取引・協業関係の構築・維持・強化を目的としており、
市場価格の変動リスクについては重要性が乏しいため、記載を
省略しております。

⑵　信用リスク管理
信用リスクは、保有する金融資産の相手先が契約上の債務に関
して債務不履行になり、当社グループに財務上の損失を発生さ
せるリスクです。
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営業債権及びその他の
債権 その他の金融資産

全期間の予想信用損失
と同額を貸倒引当金と

して計上するもの
信用減損金融資産

百万円 百万円
区分１ 119,819 －
区分２ 1,772 －
区分３ 2,840 10,603
合計 124,432 10,603

当社グループは、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理
および残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期
的に把握する体制としております。信用リスクが著しく増加し
ているか否かの判定は、支払期日からの経過情報、事業状況又
は財務状況の不利な変化等を考慮しております。信用リスクの
著しい増加を示す客観的な証拠には、債務不履行又は債務者の
重大な財政的困難等が含まれております。
また、デリバティブ取引については、信用度の高い金融機関等
とのみ取引を行っており、信用リスクに及ぼす影響は限定的で
す。
なお、当社グループは、特定の相手先又はその相手先が所属す
るグループについて、過度に集中した信用リスクを有しており
ません。

連結財務諸表に表示されている金融資産の帳簿価額は、当社グ
ループの金融資産の信用リスクに係るエクスポージャーの最大
値です。
当社グループの債権の区分ごとの信用リスクのエクスポージャ
ー（貸倒引当金控除前）は次のとおりです。
・区分１：区分２および区分３以外の債権
・区分２：支払遅延の期間が相当程度長期化している取引先等

に対する債権
・区分３：支払遅延の原因が一時的な資金需要によるものでは

なく、債務者の重大な財政的困難等に起因するもの
であり、債権の回収可能性が特に懸念されるものと
判断された債権

債務保証については、注記「７．連結財政状態計算書関係　⑷
偶発債務」に表示されている債務保証の残高が、当社グループ
の信用リスクに係る最大エクスポージャーとなります。

当社グループでは、取引先の信用力や債権の回収状況に基づ
き、貸倒引当金を算定しております。
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営業債権及びその他の
債権 その他の金融資産

全期間の予想信用損失
と同額を貸倒引当金と

して計上するもの
信用減損金融資産

百万円 百万円
2021年３月31日 4,831 1,354
増加 1,797 2,496
減少 △2,519 △58
2022年３月31日 4,109 3,792

重大な金融要素を含んでいない営業債権については、類似する
債権ごとに全期間の予想信用損失と同額を貸倒引当金として計
上しており、同種の資産の過去の貸倒実績率に将来の経済状況
等の予測を加味した引当率を帳簿価額に乗じて算定しておりま
す。
信用リスクが著しく増加していると判定されていないその他の
債権については、原則として12カ月の予想信用損失と同額を
貸倒引当金として計上しており、同種の資産の過去の貸倒実績
率に将来の経済状況等の予測を加味した引当率を帳簿価額に乗
じて算定しております。
ただし、信用リスクが著しく増大していると判定された資産お
よび信用減損金融資産については、全期間の予想信用損失と同
額を貸倒引当金として計上しており、取引相手先の財務状況に
将来の経済状況の予測を加味した上で個別に算定した回収可能
価額と、帳簿価額との間の差額をもって算定しております。

債権については、その全部又は一部について回収ができず、ま
たは回収が極めて困難であると判断された場合には債務不履行
とみなしております。
また、支払遅延の原因が一時的な資金需要によるものではな
く、債務者の重大な財政的困難等に起因するものであり、債権
の回収可能性が特に懸念されるものであると判断された場合に
は、信用減損が発生しているものと判定しております。
将来回収できないことが明らかな金額は、金融資産の帳簿価額
を直接減額し、対応する貸倒引当金の金額を減額しておりま
す。
当社グループが計上する貸倒引当金の増減は次のとおりです。

当期中の営業債権及びその他の債権の著しい増減が、貸倒引当
金の増減の変動に与える影響は軽微です。
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⑶　流動性リスク管理
流動性リスクは、当社グループが期限の到来した金融負債の返
済義務を履行するにあたり、支払期日にその支払を実行できな
くなるリスクです。
当社グループは、適切な返済資金を準備するとともに、継続的
にキャッシュ・フローの計画と実績をモニタリングすることで
流動性リスクを管理しております。また、当社は緊急時の流動
性確保を目的として取引先金融機関３社とコミットメントライ
ン契約を締結しており、一部の連結子会社においてもコミット
メントライン契約を締結しております。

⑷　為替リスク管理
当社グループは、日本国外においても事業を展開しており、主
に米ドルの為替変動が業績に大きく影響いたします。
当社グループは、為替変動リスクを軽減するために、収入で得
た外貨は外貨建の支出に充当することを基本とし、加えて大半
が米ドルに連動した価格となる航空機燃料・航空機の取得にあ
たってはヘッジ取引を行っております。その結果、為替リスク
に対するエクスポージャーは極小化されていると認識しており
ます。

⑸　金利リスク管理
当社グループは、航空機の購入等の多額の設備投資を必要とし
ており、その資金需要に応じる為に金融機関や市場から資金調
達を行う可能性があります。当社グループの資金調達コストに
ついては、金利の変動が影響するものの、重要性が乏しいた
め、金利変動リスクに係る感応度分析の開示は省略しておりま
す
当社グループは、金利相場の状況について、モニタリングを行
っております。

⑹　燃油価格の変動リスク管理
当社グループは、燃油価格の変動から生じる燃油費の支払額の
変動リスクに晒されております。
当社グループは、燃油価格の変動リスクを軽減するため、コモ
ディティ・デリバティブ取引を行っており、また、燃油価格の
上昇分を一部燃油特別付加運賃として顧客に転嫁しておりま
す。その結果、燃油価格の変動リスクに対するエクスポージャ
ーは極小化されていると認識しております。
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２．金融商品の公正価値に関する事項
公正価値を測定するために用いる評価技法へのインプットは、市
場における観察可能性に応じて以下のいずれかに分類されます。

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格
（無調整）

レベル２：レベル１以外の、直接又は間接的に観察可能な価格で
構成されたインプット

レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプット

⑴　公正価値の算定方法
金融商品の公正価値の算定方法は次のとおりです。

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務
及びその他の債務、流動の有利子負債）
短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しい
ことから、当該帳簿価額によっております。

（その他の金融資産、その他の金融負債）
活発な市場のある資本性金融商品の公正価値については、期
末日の市場価格によって算定しております。活発な市場のな
い資本性金融商品等の公正価値については、類似会社の市場
価格に基づく評価技法等により算定しております。投資事業
有限責任組合への出資については、組合財産に対する持分相
当額により算定しております。

デリバティブの公正価値については、取引先金融機関から提
示された為替相場等の観察可能なインプットに基づき算定し
ております。

（非流動の有利子負債）
将来キャッシュ・フローを、新規に同様の契約を実行した場
合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお
ります。
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帳簿価額 公正価値
百万円 百万円

償却原価で測定する金融負債
非流動

社債 258,276 256,524
長期借入金 529,235 539,701

合計 787,512 796,225

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
百万円 百万円 百万円 百万円

資産：
その他の包括利益を通じて公正価値
で測定する金融資産

株式等 50,681 － 37,750 88,431
純損益を通じて公正価値で測定する
金融資産

投資事業有限責任組合への出資 － － 12,107 12,107
ヘッジに指定されたデリバティブ
資産 － 53,569 － 53,569

合計 50,681 53,569 49,857 154,108
負債：
純損益を通じて公正価値で測定する
金融負債

ヘッジに指定されたデリバティブ
負債 － 91 － 91

合計 － 91 － 91

⑵　償却原価で測定される金融商品
償却原価で測定される金融商品の帳簿価額と公正価値は次のと
おりです。
なお、公正価値で測定する金融商品、帳簿価額と公正価値が極
めて近似している金融商品、および重要性の乏しい金融商品に
ついては、次表に含めておりません。

（注）社債の公正価値はレベル２に、他の非流動の有利子負債の公正価
値はレベル３にそれぞれ分類しております。

⑶　公正価値で測定される金融商品
公正価値で測定される金融商品の公正価値ヒエラルキーは次の
とおりです。

10．賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しておりま
す。
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⑴　１株当たり親会社所有者帰属持分 1,830円03銭
⑵　基本的１株当たり当期損失（△） △406円29銭

セグメント
航空運送事業 その他 計 内部取引調整 合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
国際線
（フルサービスキャ
リア）

旅客収入 68,785 － 68,785 － －
貨物郵便収入 193,967 － 193,967 － －
手荷物収入 746 － 746 － －

小計 263,499 － 263,499 － －
国内線
（フルサービスキャ
リア）

旅客収入 235,100 － 235,100 － －
貨物郵便収入 24,404 － 24,404 － －
手荷物収入 312 － 312 － －

小計 259,817 － 259,817 － －
国際線・国内線合計 523,316 － 523,316 － －

旅行収入 － 47,383 47,383 － －
その他　（注）３ 119,248 48,990 168,239 － －

合計 642,565 96,373 738,939 △56,225 682,713
顧客との契約から
認識した収益 679,648

その他の源泉から
認識した収益 3,065

11．１株当たり情報に関する注記

12．収益認識に関する注記
１．収益の分解情報

（注）１ セグメントの各金額はセグメント間連結消去前の金額です。
２ その他の源泉から認識した収益には、IFRS第16号に基づく

リース収益等が含まれております。
３ その他（航空運送事業）にはLCCにおける国際旅客収入

2,102百万円と国内旅客収入636百万円を含みます。

２．収益を理解するための基礎となる情報
当社グループは、国際線および国内線に関する旅客・貨物・郵便
および手荷物の輸送業務を中心とした「航空運送事業」および
「その他」を営んでおります。
これらの事業から生じる収益は主としては顧客との契約に従い計
上しており、約束した対価の金額に重要な金融要素は含まれてお
りません。また、顧客との契約からの対価の中に、取引価格に含
まれていないものはありません。
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なお、当社グループは会員顧客向けのマイレージプログラム
「JALマイレージバンク」を運営しており、旅客輸送サービス等
の利用に応じて付与するマイレージは、将来当社グループおよび
提携他社によるサービスを受けるために利用することができま
す。付与したマイレージ分を履行義務として認識し、契約負債に
計上しております。取引価格は、サービスの利用割合や失効見込
み分を考慮した上で、独立販売価格の比率に基づいて各履行義務
に配分しております。マイレージプログラムの履行義務に配分さ
れた取引価格は連結財政状態計算書の「契約負債」として繰延
べ、マイレージの利用に従い収益を認識しております。
航空運送事業
航空運送事業セグメントにおいては、国際線および国内線の航空
機による「旅客」、「貨物郵便」、「手荷物」の輸送に関連する
サービス等を提供しており、主な収益を下記の履行義務の充足時
に認識しております。

旅客収入
主に航空機による旅客輸送サービスから得られる収入であり、
当社グループは運送約款等に基づき、顧客に対して国際線およ
び国内線の航空輸送サービスの提供を行う義務を負っておりま
す。当該履行義務は旅客の航空輸送役務の完了をもって充足さ
れます。販売に当たっては、売上値引きの実施や販売実績に応
じた割戻の支払いを行うことがあるため、取引の対価には変動
が生じる可能性があります。また取引の対価は、通常、履行義
務の充足前の一定時点に前もって受領しております。

貨物郵便収入
主に航空貨物および航空郵便の輸送業務により得られる収入で
あり、当社グループは国際線および国内線に係る貨物および郵
便の輸送サービスを行う義務を負っております。当該履行義務
は貨物および郵便の航空輸送役務の完了をもって充足されま
す。なお、売上収益に含まれる変動対価の額に重要性はありま
せん。また取引の対価は、通常、貨物および郵便の航空輸送役
務の完了後に受領しております。

手荷物収入
主に航空機による旅客輸送に付随して行う手荷物輸送サービス
から得られる収入であり、当社グループは顧客に対して国際線
および国内線手荷物の航空輸送サービスの提供を行う義務を負
っております。当該履行義務は手荷物の航空輸送役務の完了を
もって充足されます。なお、売上収益に含まれる変動対価の額
に重要性はありません。また取引の対価は、通常、手荷物輸送
当日において受領しております。
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期首残高 期末残高
百万円 百万円

顧客との契約から生じた債権 62,625 99,630
契約負債 215,239 240,224

その他
主に特典航空券を除くマイレージの特典サービスや航空運送に
係る業務受託サービスから得られる収入であり、当該履行義務
はサービスの完了をもって充足されます。

その他
その他の事業においては、航空輸送を利用した旅行の自社による
企画販売や、クレジットカード事業等を行っております。これら
の収益は主に、サービスの提供に伴い一定期間にわたって認識し
ております。また、取引の対価は主に、履行義務の充足前の一時
点に前もって受領しております。

３．当期および翌期以降の収益の金額を理解するための情報
⑴　債権および契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権および契約負債の内訳は次のとお
りです。

契約負債は主に、役務提供時に収益を認識する航空運送契約お
よび旅行契約について、顧客から受け取った前受対価に関連す
るもの、および、当社グループ航空券やクレジットカードの利
用のほか、提携他社サービス等の利用に伴って顧客に付与する
マイレージの未行使分に関連するものです。
当期において契約負債残高は24,985百万円増加し、主に当社
グループ航空券の残高が増加したことによります。
当期に認識した収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれて
いたものは84,995百万円です。また、過去の期間に充足（又
は部分的に充足）した履行義務から認識した収益の額に重要性
はありません。

⑵　残存履行義務に配分した取引価格
当期において、将来役務提供が見込まれる顧客から受け取った
前受対価に関連するものや、将来顧客が行使することが見込ま
れるマイレージに係る残存履行義務に配分した取引価格等の総
額は240,224百万円です。これは、顧客へのサービス提供の進
捗に応じて、今後主に３年以内の期間にわたり収益を認識しま
す。

⑶　契約コスト
当社グループにおいては、顧客との契約獲得のための増分コス
ト及び履行のためのコストから認識した資産はありません。な
お、当社グループはIFRS第15号第94項の実務上の便法を適用
し、認識するはずの資産の償却期間が１年以内である場合に
は、契約獲得の増分コストを発生時に費用として認識しており
ます。
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株主資本等変動計算書

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準備金
資 本
剰余金
合 計

その他
利 益
剰余金

利 益
剰余金
合 計繰越利益

剰 余 金
当期首残高 273,200 266,341 266,341 306,025 306,025 △408 845,158
当期変動額
当期純利益
(△は損失 ) △206,292 △206,292 △206,292

自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)
当期変動額合計 － － － △206,292 △206,292 △0 △206,292
当期末残高 273,200 266,341 266,341 99,733 99,733 △408 638,866

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 評価・換算
差額等合計

当期首残高 24,269 12,648 36,918 882,077
当期変動額
当期純利益
(△は損失 ) △206,292

自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額) 1,151 28,333 29,485 29,485

当期変動額合計 1,151 28,333 29,485 △176,806
当期末残高 25,421 40,982 66,404 705,270

株主資本等変動計算書
(2021年４月１日から2022年３月31日まで)

（単位：百万円）
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その他有価証券 市場価格のない
株式等以外のもの

決算日の市場価格等による
時価法
評価差額は全部純資産直入
法
売却原価は移動平均法

市場価格のない
株式等

移動平均法による原価法又
は償却原価法

個別注記表

１．重要な会計方針
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券 償却原価法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他の関係会社有価証券 移動平均法による原価法
投資事業有限責任組合及び
それに類する組合への出資
（金融商品取引法第２条第
２項により有価証券とみな
されるもの）については、
組合契約に規定される決算
報告日に応じて入手可能な
最近の決算書を基礎とし、
持分相当額を純額で取り込
む方法

⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法 移動平均法による原価法
（貸借対照表価額につい
ては収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法によ
り算定）

⑶　固定資産の減価償却方法
有形固定資産（リース資産を除く） 定額法
無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
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⑻　連結納税制度からグ
ループ通算制度への
移行に係る適用

当社は、「所得税法等の一部を改正する
法律」（令和２年法律第８号）において
創設されたグループ通算制度への移行及
税効果会計のびグループ通算制度への移
行にあわせて単体納税制度の見直しが行
われた項目については、「連結納税制度
からグループ通算制度への移行に係る税
効果会計の適用に関する取扱い」（実務
対応報告第39号　2020年３月31日）
第３項の取扱いにより、「税効果会計に
係る会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第28号 　2018年２月16
日）第44項の定めを適用せず、繰延税
金資産及び繰延税金負債の額について、
改正前の税法の規定に基づいておりま
す。

⑷　引当金の計上基準
退職給付引当金 当期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、発生した翌期より
11～14年で定額法により費用処理して
おります。
過去勤務費用は、発生時に費用処理して
おります。

貸倒引当金 一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債
権等は回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

独禁法関連引当金 価格カルテルに係る制裁金や賠償金等の
支払いに備えるため、将来発生しうる損
失の見積額を計上しております。

⑸　収益の計上基準 当社は、国際線および国内線の航空機に
よる旅客、貨物郵便、および手荷物の輸
送サービスを主な事業としております。
通常、航空輸送役務が完了した時点に当
社の履行義務が充足され、収益を認識し
ております。

⑹　ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。

⑺　消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年
７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当期首から適
用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定
める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな
会計方針を将来にわたって適用しております。
これによる、計算書類に与える影響はありません。

３．表示方法の変更
（損益計算書関係）

前期において「特別利益」の「その他」に含めて表示しておりまし
た「固定資産売却益」は、特別利益の総額の100分の10超となっ
たため、当期より区分掲記しております。なお、前期の「固定資産
売却益」は、２百万円であります。
前期において、区分掲記していた「特別利益」の「投資有価証券売
却益」は、特別利益の総額の100分の10以下となったため、当期
より「その他」に含めて表示しております。なお、当期の「投資有
価証券売却益」は、11百万円であります。
前期において「特別損失」の「その他」に含めて表示しておりまし
た「投資有価証券評価損」は、特別損失の総額の100分の10超と
なったため、当期より区分掲記しております。なお、前期の「投資
有価証券評価損」は、3,023百万円であります。

４．会計上の見積り
計算書類の作成にあたり、経営者は会計方針の適用並びに資産、負
債、収益および費用の報告額に影響を及ぼす仮定に基づく見積りを
行っております。これらの見積りは、過去の実績および事業年度の
末日において合理的であると考えられる様々な要因を勘案した、経
営者の最善の見積りおよび判断に基づいておりますが、将来におけ
る実際の結果は、これらと異なる可能性があります。
見積りおよびその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上
の見積りの見直しによる影響は、見積りを見直した期間およびそれ
以降の将来の期間において認識されます。
なお、固定資産の減損や繰延税金資産の認識等のもととなる将来業
績の見積りは、当社グループの中期経営計画を基礎としており、新
型コロナウイルス感染拡大による航空需要への影響の度合い、需要
回復までの期間、回復後の需要予測ならびに燃油価格、為替に関す
る市況変動の予測を主要な仮定として織り込んでおります。また、
新型コロナウイルス感染拡大による影響については、日本および世
界各国でワクチン接種が進み、日本国内外での人の移動が徐々に回
復しておりますが、当社グループにおいては、国際航空運送協会
（IATA）が作成している需要回復シナリオなどを参考にして、今
後一定期間にかけて需要が回復し、2023年度には新型コロナウィ
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ルス感染拡大以前の利益水準まで回復する仮定のもと、会計上の見
積りを行っております。
新型コロナウイルス感染拡大による影響は不確定要素が多く、今後
の当社の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
経営者が行った計算書類の金額に重要な影響を与える見積りは次の
とおりです。

⑴　収益認識
航空運送に係る収益は、対価の受領時等において契約負債とし
て認識し、航空輸送役務の完了時に収益計上しております。
航空輸送に使用される予定のない航空券販売（失効見込みの未
使用航空券）は、航空券の条件や過去の傾向を考慮して適切な
認識のタイミングを見積り、収益認識しております。
また、当社グループは会員顧客向けのマイレージプログラム
「JALマイレージバンク」を運営しており、旅客輸送サービス
等の利用に応じて付与するマイレージは、将来当社グループお
よび提携他社によるサービスを受けるために利用することがで
きます。
付与したマイレージの内、将来顧客が行使することが見込まれ
る分を履行義務として認識し、顧客がマイレージの利用に際し
て選択するサービスの構成割合を考慮して独立販売価格を見積
り、取引価格はこれらの履行義務に対して独立販売価格の比率
に基づいて配分しております。マイレージプログラムの履行義
務に配分された取引価格は契約負債として認識し、マイレージ
の利用に従い収益計上しております。
当期末における契約負債の金額は224,619百万円です。

⑵　航空機等の減価償却費
航空機、航空機エンジン部品および客室関連資産等の各構成要
素の耐用年数決定にあたり、将来の経済的使用可能予測期間を
考慮して、減価償却費を算定しております。
当期末における航空機の金額は738,308百万円です。

⑶　固定資産の減損
期末日現在の対象資産（帳簿価額：有形固定資産861,458百万
円、無形固定資産80,545百万円）について、減損が生じてい
る可能性を示す事象があるかを検討し、減損の兆候が存在する
場合には、当該資産について減損損失の計上要否の検討を行っ
ております。
当期においては、前期に引き続き新型コロナウイルス感染拡大
の影響により営業損失が計上されたため、減損の兆候があると
判断し、減損損失の計上の要否について検討を行いました。当
該資産の見積将来キャッシュ・フローについて、新型コロナウ
イルス感染拡大の影響を反映しつつ、経済的残存使用年数に合
わせたキャッシュ・フローを算定し検討したところ、割引前将
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⑵　有形固定資産の減価償却累計額 715,361百万円

来キャッシュ・フローの総額が固定資産の帳簿価額を超えると
判断されたため、減損損失は計上しておりません。
なお、当期の減損損失は、退役が決定した航空機に係る部品に
ついて、資産のグルーピングの単位を変更し、見積回収可能価
額まで減額したものです。

⑷　繰延税金資産の認識
当社は、将来減算一時差異および税務上の繰越欠損金が将来の
税金負担額を軽減することができる範囲内で繰延税金資産を認
識しております。
当社は連結納税制度を利用しており、法人税は連結納税グルー
プの将来課税所得等に基づき回収可能性の判断を行い、地方税
は当社の将来課税所得等に基づいて、繰延税金資産の回収可能
性の判断を行っております。税務上の繰越欠損金については、
新型コロナウイルス感染拡大の影響を反映しつつ、最長10年
間の繰越期間内において予測される将来の課税所得等の見積に
基づき、税務上の繰越欠損金の控除見込年度および控除見込額
のスケジューリングを行い、回収が見込まれる金額を繰延税金
資産として計上しております。
当期末における繰延税金資産の金額は229,205百万円です。

５．会計上の見積りの変更
当事業年度において、国から示された東京国際空港の将来施設整備
計画に基づく原状回復義務に係る新たな情報の入手に伴い、見積額
の変更を行い、4,767百万円の資産除去債務を計上しております。
これにより、当期の営業損失、経常損失及び税引前当期純損失は、
それぞれ2,645百万円増加しております。

６．貸借対照表関係
⑴　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（担保に供している資産）
航空機 449,780百万円
関係会社株式 0百万円
関係会社社債 5,185百万円
長期貸付金 3,330百万円
投資有価証券 2,933百万円

（担保に係る債務）
１年内返済長期借入金 41,225百万円
長期借入金 269,189百万円

保証債務
（銀行借入金等に対する保証）

ジェットスター・ジャパン株式会社 9,121百万円
株式会社北海道エアシステム 2,479百万円
その他 4百万円

（リース債務に対する保証）
ジェットスター・ジャパン株式会社 2,577百万円

（契約負債精算に対する保証）
株式会社ZIPAIR Tokyo 1,100百万円

⑶　担保に供している資産及び担保に係る債務

担保提供資産は、金融機関との取引における一般的な取り極めに
より、返済期限の到来した債務の元本及び利息の返済がなされず
債務不履行となった場合等に、当該担保を処分し、債務返済額に
充当又は相殺する権利を、金融機関が有することを約定されてお
ります。
なお、担保提供資産は、以下の３社が金融機関との間で締結し
た、各社設立の目的となる事業に係るシンジケート・ローン契約
に基づく各社の債務を担保するために根質権を設定した資産を含
んでおります。
・東京国際空港ターミナル株式会社（関連会社）
・熊本国際空港株式会社
・北海道エアポート株式会社

⑷　保証債務等

なお、ジェットスター・ジャパン株式会社に対する保証債務残高
のうち4,560百万円については、他社から再保証を受けておりま
す。
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7,867百万円

短期金銭債権 58,137百万円
短期金銭債務 176,363百万円
長期金銭債権 31,866百万円
長期金銭債務 1,083百万円

営業収益 60,434百万円
営業費用 246,003百万円
営業取引以外の取引高 32,737百万円

発行済株式総数　　普通株式 437,143千株
自己株式 136千株

このほか、当社が出資している福岡エアポートホールディングス
株式会社（譲渡人）が、国土交通省航空局（譲受人）と締結した
株式譲渡予約契約に関し、当該契約上の義務または表明もしくは
保証に違反した場合の損害について、譲受人に対し、次の金額を
上限として保証しております。

⑸　関係会社に対する金銭債権及び債務

７．損益計算書関係
⑴　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

⑵　関係会社との取引高

８．株主資本等変動計算書関係
⑴　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

⑵　当期末日における発行済株式の総数に関する事項

９．税効果会計
繰延税金資産の発生の主な原因は、税務上の繰越欠損金、契約負債
等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、繰延ヘッジ利益等で
す。
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属性 会社等の名称
議決権の所
有割合又は
被所有割合

関連当事者との関係
取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 株式会社ジャ
ルカード

所有直接
50.6％ － カード関連

業務委託
資金の貸借
（注１） － 短期借入金 22,995

子会社
株式会社JAL
エンジニアリ
ング

所有直接
100％ － 整 備 関 連

業務委託

航空機・エ
ンジン・装
備 品 の 整
備、および
整備管理業
務（注２）

124,812 営業未払金 14,454

子会社 株式会社ジェ
イエア

所有直接
100％ － 運 送 共 同

引受等 資金支援 12,708 － －

⑴　１株当たり純資産額 1,613円86銭

⑵　１株当たり当期純損失（△） △472円06銭

10．関連当事者との取引
子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定基準等
（注）１. JALグループが運営するCMS（キャッシュ・マネジメント・

システム）による取引のため、取引金額は記載を省略してお
ります。
また、利率については、市場金利を勘案して合理的に決定し
ております。

２. 契約単価については、市場価格等を勘案して合理的に決定し
ております。

11．１株当たり情報に関する注記

12．収益認識に関する注記
（収益を理解するための基礎となる情報）

連結計算書類の「12．収益認識に関する注記」に同様の情報を
記載しております。
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